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 During the late  1960's and early 70's when the student movement in Japan made 

itself felt most  strongly, any interactive relationship between universities and  institu-

tions outside the campus was considered  taboo. As a  result, little  industry-

government-university  (San-Kan-Gaku) cooperative research could be conducted 
 openly.  ("Government" here means national laboratories funded by public  money.) 

 By  1980  however, because of their R & D  capabilities, universities began to 
attract attention from outside  sectors. In 1983 the Ministry of  Education, which is 
the only ministry responsible for the supervision of  universities, established the 

 "University -Privatesector Joint Research  Program," whereby researchers from  nation-
al universities could more freely engage in joint studies with those from private 

 firms. In 1987 the Ministry launched another program which enabled national  uni-
versities for the first time to establish chaired professorships and research divisions 
using gifts from private firms. 

 These initiatives by the Ministry of Education were belated responses to Japan's 
decision in 1980 to become "a nation based on science and technology." The Science 
and Technology Agency and the Ministry of International Trade and Industry, too, 
had by then already responded with their own programs. Two key factors influenced 
these changes. First, the distinction between basic and applied science had become in-
creasingly less clear, and as a result, particularly in the biological sciences, academic 
and commercial values blurred and merged to the point that industry began to show 
an interest in basic research. Second, Japan realized it could no longer buy or import 
original ideas from abroad but must develop new ideas by itself. Universities, which 
traditionally have been considered the home of basic science and the source of origin-

一41一



al ideas, therefore, received sudden attention. 

 Since private universities are freer than national universities to develop their own 

policies and theoretically could be more active in promoting San-Kan-Gaku, and since 
the Ministry decisions of the 1980's were in general viewed as a go-ahead signal for 

both national and private universities to establish ties with industry and government 

labs, a sudden natural flourishing of San-Kan-Gaku cooperative research was ex-

pected. On the contrary, however, there had long been a kind of allergy to such coop-
eration among university faculty, and as a result the anticipated increase in coopera-

tive research did not materialize to the degree anticipated. 

 Generally speaking, San-Kan-Gaku can be divided into three types, namely 

bureaucrat-guided, industry-guided, and university-guided joint research. The 

bureaucrat-guided format is one in which ministry bureaucrats function as managers 

and mobilize the researchers in industry, university, and government labs for well-

defined  projects. The industry-guided model has at least two underlying purposes  : a 

private firm donates research money for concrete usable or marketable results ; or, in 
return for some donation from a private firm, university professors then are expected 

to recommend to the firm good students as new employees. The university-guided 

model of joint research may be described as a type of fund-raising whereby the uni-

versity seeks new financial sources for support of its research programs by estab-

lishing ties with industry. Since each has its own internal logic and self-survival 

aims, these three formats can be seen as independent from each other. It remains to 

be seen which will prove to be the most promising for the future of science and tech-

nology in general, but it is certain that deteriorating situations in science and en-

gineering departments within universities today cannot be remedied by government 
funding alone. Industry will have to reconsider its role and take increasing initiative 

in the support of basic science.

1緒 言

ア メ リカ の ウ イ ス コ ン シ ン大 学 は 州 立 で あ

る。 したが って,州 民 の 税 金 が大 学 の 主 た る

運 営 資 金 で あ るが,1925年 当 時,た と え ば科

学 研 究 な ど に は 潤 沢 な 研 究 費 は 配 分 さ れ な

か った の で,州 憲 法 で 許 さ れ た範 囲 で の寄 付

金 は重 宝 が ら れ て い た 。 とこ ろ が,こ の年,

大 き な 問題 が 起 こ った 。 大 学 の運 営 理 事 会 が

JohnDRockfeller提 供 の基 本 財 源 を 元 に した

GeneralEducationBoardか ら の 一 万 二 千 五

百 ドル の 寄 付 を 「問 題 あ り」 と して 拒 否 して

し ま っ た の で あ る 。 そ して,こ れ を き っ か け

として企業か らの寄付金はすべて汚いという

理由で拒否する方針が決議 されて しまった。

このため大学は七十万 ドル以上の寄付金 を

失ったといわれるが,金 銭的な損失以上に深

刻な問題 となったのは,大 学と企業 との関係

であった。すなわち,も し大学の研究者が企

業からなんらかの援助を受 け取った場合,そ

の人の研究はもはや純粋な基礎研究 と見なせ

な くなるのではないのか,あ るいはその人は

企業の手先 となって しまったのではないか,

という疑問が生 じて しまったのである。

卒業生たちが事態を憂慮 し,特 に研究資金

の確保に奔走 した結果,大 学 とは関係 をもつ
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ものの,そ れ とは独立の法人組織(Wiscon-

sinAlumniResearchFoundation,WARF)を

設立する構想が浮上 した。もう少 し具体的に

いうと,ま ず卒業生が中心 となって資金 を出

し,非 営利のWARFを つ くる。そして,そ

こへ同大学の研究者たちが自分たちの保持す

るパテン トを寄贈,そ れらの企業化に成功 し

得 られた利益 を研究資金 とする,と いうアイ

デアである。その第一号 として,農 芸化学部

教授 のHarrySteenbockが,く る病の予防お

よび治療に有効 な食品加工 に関する,自 らの

パテ ントをWARFに 寄贈,そ れが うまく行

き,そ の後のWARF興 隆の基礎 をつ くった

のである。WARFは 今 日も他大学か ら羨 ま

しがられるような活動を続けている。なお,

企業からの寄付金は,そ の後1930年 に以前の

決 議が撤 回 され,受 け取 れ る ようになっ

た(1)。

このウイスコンシン大学の経験には,き わ

めて興味深いものがあるが,そ れではいった

い日本ではどうなっているのだろうか。企業

からの金は汚いのだろうか。産学共同はどの

ように運営 されているのだろうか。

一般的にいうと
,日 本では大学が企業との

関係 を深め るというのは,最 近 まであまり好

ましいと考えられたわけではなかった。その

理由は一方で,た とえば1960年 代末に激 しく

荒れた大学紛争で産学共同が学生側の闘争 目

標の一つだったことによるが,他 方,後 述す

るように,高 等教育の関係者のあいだには,

大学とい う教育の場にそれ と無関係な要素が

外部から入 り込んで くるのを極力避 けようと

する傾向があ り,こ れ も産学共同を阻害する
一つの大 きな要素となったと思われる。 しか

しその後,科 学技術 を取 り巻 く状況にいろい

ろ変化が生 じると同時に,新 しいかたちの産

学共同が,も ちろん徐々にではあるが,模 索

され始めている。本稿ではこれらの変化につ

いて考察す るとともに,産 学共同の現状の分

析 を試みたい。

皿 一つの出発点

変化への第一歩は,1983年5A11日 の,全

国の国立大学宛に出された通達 「民問等 との

共同研究の取扱いについて」である。この通

達によって国立の大学等で もっと積極的に産

学共同と取 り組めるようになった。たとえば,

国立大学等 は企業からの研究資金 とそれに在

籍のままの研究員 とを受け入れ,大 学内で教

官 とこれらの研究員が共同 して共通のテーマ

を研究できるようになった。従来 までは,産

学共同について考えるとき,国 家公務員法に

縛 られた国立大学の研究者 と,そ うしたこと

の少ない比較的自由な私立大学の研究者 との

違いを考慮する必要があったが,こ の通達に

よってそうした垣根の一つがはず されたとい

える(2)。

この文部省の決断は,一 見唐突に見えるが,

少なくとも,こ の通達の二年前から準備作業

を進めてきていた。文部省は産学共同に関し

て従来からの路線を変更 し,こ の問題にもう

少 し積極的に取 り組めるような枠組みを思案

していたのである。このような決定を下 した

理由として文部省 自身は,① 資源の少ない日

本にとって独自の科学技術の開発 はきわめて

重要である,② 産業界か ら大学は社会的要請

に応えていない等の不満,③ 政府部内でこの

課題に対 して合意が整った,④ 大学側か ら大

きな反発がない,⑤ 国の財政が厳 しいなか研

究資金等 を民間から導入 したい,な どを挙げ

ている(3)。

通達の二年前 とは,1981年 である。想像す

るに,こ の頃に何かが起こり,そ れへの一つ

の反応 として,文 部省が動いた,と いう印象

を与える。 しかし,本 当はどうだったのか。

その真偽はのちに確かめるとして,80年 代初

めころ,い ったい何が起こり,そ れに対 して

どういう反応があったのかについて,つ ぎに

見てみたい。
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皿ICと バ イオ

70年代末か ら80年代初めの科学技術の発展

について考 える際,い ろいろな切 り口が考え

られるが,産 学共同の文脈では,ア メリカに

おける科学技術を取 り巻 く環境の変化 と,そ

れに対する 日米を軸 とした対応の変化 につい

て考察することが必要になってくる。このな

かには当然,科 学技術その ものの質的な変化

も含 まれる。

まず,こ の文脈において起こった最大の変

化は,少 な くともそれまで歴然 としていた学

問的価値 と商業的価値の区別が しだいに消滅

し,判 然 としなくなって しまったことである。

この現象は,バ イオテクノロジーなどの,い

わゆるハイテク分野でもっとも著 しく現われ

たが,そ れ は,企 業がこの分野の科学技術 の

発展 を別の 目で見始めたからである。すなわ

ち企業はい ままで,科 学技術 について判断す

るとき,そ の具体的成果,特 にパテントを取

得できそうなものをほしがったが,こ れから

は科学技術 の最前線にアクセスで きることを

一つの戦略的価値 と見なすようになったので

ある。この状況は,ち ょうど人工衛星 を使 っ

て各国の農産物の収穫量 を予測 し,自 国でこ

れから生産す る農産物の種類 を絞るのに役立

てようとすることと似ている(4)。

従来までは,た とえば トランジス タの発明

の場合 に典型的に見 られるように,ま ず初め

にブレークスルーがあり,そ れか ら応用研究

が続 き,さ らに開発研究 とな り,製 品化 はそ

の後に来るものであり,初 めから終わりまで

はかな りの時間がかかるものと考えられてい

た。 したがって企業による研究開発への投資

は,で きるだけ投資資金の回収の速いテーマ

が中心であった。 しかし,徐 々にこうした考

え方に変化が起 こり,回 収の遅いテーマにも

取 り組めるような,大 きな開発能力をもった

中央研究所 をもつ企業がいくつも現れたが,

それでもやはり基本的にはターゲ ットがはっ

きりした研究開発が中心であった。利潤追求

を第一 とする企業に対 して,そ れ以上の能力

を求める研究所を望むことは不可能であり,

したが って,そ うしたターゲ ットのはっきり

しないものを追う研究能力は,外 部 に求めね

ばならないわけである。

1980年 に結ばれた西 ドイツの化学会社,ヘ

キス ト社 とマサチューセ ッッ ・ジェネラル ・

ホスピタル(MGH)と の研究開発の契約 は,

まさしくそうした性格 をもつ ものであった。

MGHは ハーバー ド大学 と関係があ り,基 礎

科学の研究能力には申し分なかった。ヘキス

ト社 との契約 の意味 について尋 ね られた

MGHの ある研究ディレクターは,も し彼 ら

の目的がパテン トや新製品の開発であったの

であれば,自 身で立派な研究所をもっている

のであるから,そ こでやるほうがはるかに効

率的なのではないだろうか,と コメントして

いる。つ まり,こ の産学共同にはターゲット

がはっきりしたものは何 もなかった。ヘキス

ト社は,こ の契約から具体的な研究成果を得

ようとしたのではな く,む しろ他社 より早 く

新知識にアクセスできる有利さに魅力を感 じ

たのである。実際のところ,こ の頃,こ うし

た種類の契約がい くつか行われたが,こ れに

よってこれらの企業はいままで使われたこと

がなかった 「新 しい窓」を手に入れたわけで

あった(5)。

もちろん,ア メリカにおけるすべての産学

共同がこのようなパ ターンをもっていたわけ

でなかったが,こ うした企業の,大 学 との新

しい関係の築き方が,従 来か らあった考え方

にある種の変革を迫 った。すなわち,か つて

は学問的に,科 学技術的に重要なアイデアは

かならず しも商業的に価値 のあ るものでな

かったが,「 新 しい窓」に対する興味が増加

したために基礎か ら製品化までのスペク トル

の幅が縮 まり,ハ イテク分野では純粋に科学

技術的に重要なものが商業的な観点か ら注 目

を集めるに至 ったのであった。特にバイオテ
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クノロジーの急速な発展 によって,こ の傾向

が加速度的に進展 した。

この分野では極端なことをいうと,ノ ーベ

ル賞に値するような研究が,同 時にきわめて

大 きい商業的関心の対象ともなったのである。

受賞者 自身が自らの発見を商業的に利用 しよ

うとして,ベ ンチャー会社の共同出資者 とし

て名 を連 ねた りした。おそ らく,こ うした

ケースの最 も著名な例は,80年 度のノーベル

賞 を受賞 したハーバー ド大学教授のw.Gi1-

bertで あ ろう。彼 はバイオジェ ン社 の理事

の一人 とな り,一 時期社長代行をつ とめるな

どして大いに話題 を提供 した。 さらに,驚 い

たことに,こ うしたビジネス ・チャンスに対

して,ふ だんは反応 しないような団体 までも

が具体的な動 きを見せたことであった。たと

えばハーバー ド大学が株式会社を設立 して,

バイオの技術 の商業化をはかろうとした構想

である。ハーバー ドは結局,こ れを見送った

が,80年 代初めにはこうした動 きがあちこち

で見 られた(6)。

当時のアメリカでは,大 学の地道な基礎研

究を,科 学技術 を取 り巻 く環境 をあちこち変

えることによって一夜にして金の卵へ と変身

させてしまうという可能性が模索 されたので

あった。アメリカの動きに絶えず 目を光 らせ

ている日本 にとって,こ うした彼の地での,

大学 と企業 を巻 き込んだ組織上の変革の試み,

さらにはバイオの急激な進展は,実 に興味深

い ものだったにちがいない。

一方
,日 米を軸 とした科学技術 も大 きな曲

が り角 に直面 していた。 もっとも特徴的なの

は,70年 代後半頃か らアメリカとのあいだが

ぎくしゃくし始めたことであった。時間を経

るにしたがって,特 に,エ レクトロニクスの

分野でこれがはっきりと意識 されるようにな

り,い わゆ る日米半導体戦争へ と発展 して

いった。この 「戦争」が,い ったいいつ頃か

ら始 まったのか,も うひとつはっきりしない

が,Fortune誌 が 「シリコン ・バ レーの 日本

のスパイたち」を特集 した78年 にはそろそろ

険 悪 な空気 が漂 い始 めたので はな かろ う

か(7)。そ して79年 には 『日米半導体戦争』

という題名の書物が出版されてお り,少 な く

とも日本では 「戦争」状態が認識 されていた

といえる(8)。

その後,事 態はさらに悪化 し,た んにエレ

ク トロニクスの分野だけでなく,先 端技術の

分野一般にまで広が り,ア メリカは日本に対

して神経 をとが らせ始めた。それまで金 さえ

出せば買えた技術がそうでなくな り,ア メリ

カは金 プラス日本で開発された最新の技術 を

要求 してきたりした。また企業の海外視察団

が研究施設の見学 を断わられた り,さ らには

この分野の 日本の脅威は将来,経 済的争点に

発展する,と 警告する報告書がアメリカでお

おやけにされた りした(9)。

こうしたなかで起 こった,お そらくもっと

も ドラマチ ック な出来事 は,82年6月 の

IBM社 に対する,日 立製作所お よび三菱電

機のスパイ事件であろう。その時までに耐久

消費財 にみられる品質管理の優秀 さか ら,な

んとな く我々は日本の技術は一流 になったの

だとのイメージをもって きていたので,テ レ

ビに映し出された,後 ろ手に手錠 をはめられ

連行 されてゆく日本の一流企業のサラリーマ

ンの姿はショッキングなものであった。この

事件 をきっかけとして,つ いには日米技術戦

争 とまでいわれるようになった。

アメリカの,日 本に対する非難 は,用 いら

れた表現はその時々によって変わったが,結

局のところ,日 本は国際社会の一員としてそ

の責務をはたしていない,と いうことだった。

自分たちだけで勝手なゲームをやってお り,

そのゲームを支えている国際的な枠組みに貢

献 しようとしない,と いう非難である。たと

えば,国 際エネルギー機関の国際共 同プロ

ジェク トに日本の参加数が非常に少ないこと

がきっかけとなって,日 本は新エネルギーの

開発 において 「タダ乗 り」 していると欧米か
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ら批判された(10)。さらには,主 にアメリカ

からであったが,日 本は基礎研究にそれ相応

の貢献 を してい ない,と い う非難 が続 い

た(11)。

これについては,日 本の場合,研 究開発の

構造が,リ スクの大 きい基礎科学に多額の投

資をしようとしない民間が七,国 が三という

ふうに,欧 米の先進工業国とかなり違 ってい

るという理由以外にも,伝 統的に基礎科学の

比重が大 きい軍事や航空 ・宇宙分野での研究

開発がわずかで しかないことなど,日 本に言

い訳がないわけではない。 しかし,た とえば,

マンションに住む住民すべてがなんらかの意

味でその共有部分について責任 をもつという

のが当たり前であるように,科 学 という,一

つの事業に参加するすべての人がその共有部

分に対 して分相応に貢献するのは同 じゲーム

をする際の常識 といえよう。

N科 学技術立国

70年代末か ら80年代初めにかけて起こった

以上のような状況のなかで,日 本では新 しく

「科学技術立 国」構想が浮上 して きた。これ

は初め,「 技術立国」 として提唱 され,た と

えば産業構造審議会の答申では 「唯一の資源

ともいうべ き頭脳資源を最大限に活用 し……

中略……わが国にとって,自 主技術分野 を持

つことが,バ ーゲニ ング ・パ ワーを高め,経

済安全保障の確保 に資することになる。技術

立国こそ,80年 代 においてわれわれが 目指す

べ きものである」というふうに表現されてい

る(12)。最終的にこれが国の政策 となった と

きには,「科学」がつ け加わえられて 「科学

技術立国」 となっているが,こ こに至るまで

には科学技術関係閣僚連絡会議が何回か開か

れ,「科学技術立国」 の基本路線が話 し合 わ

れると同時に,省 庁問の調整が行われたので

ある(13)。この段階 になる と,「科学技術立

国」構想は,も はやたんなる思いつ きではな

く,は っき りとしたス トラテジーにまで高め

られていると考えるべ きである。それは,科

学技術の振興によって日本の生 き残 りをはか

るのではな く,日 本が生き残るためには科学

技術をどのように戦略的に再編成するべ きか

を意図 した ものだった(14)。そ してこれをう

けたかたちで,81年 には三つの新 しい制度が

創設され,具 体化の一歩を歩み始めた。すな

わち,科 学技術庁の科学技術振興調整費,創

造科学技術推進制度,通 産省の次世代産業基

盤技術開発制度である。

科学技術振興調整費は科学技術会議の調整

能力を高めるために,特 別研究促進調整費の

代わ りとして新 たに設けられた ものであっ

た(15)。また,創 造科学技術推進制度 は,導

入依存型の科学技術推進か ら脱却するために

創設 され,そ の推進母体 として新技術事業団

が当てられることになった。 このため同事業

団 法の改 正 を行 い,そ の守備範 囲 を広 げ

た(16)。特 に同事業団が,業 務 として技術革

新へ連なると考えられる基礎研究に関与で き

るようにした点が特筆される。一方,通 産省

の次世代産業基盤技術開発制度は,創 造的研

究開発 において欧米に遅れているとの認識の

うえに立って,1990年 代に発展が期待 される

産業に不可欠な基盤技術 を開発することを目

的 としている(17)。すなわち,大 きな革新性

をもち,そ のため研究開発 に長期間が必要な

基盤技術を開発するわけである(18)。

これ ら三つの制度では,い ちおうどれで も

産 ・官 ・学の協力を明確 にうたっている。 と

いうより,む しろ積極的に模索する姿勢が強

い。 しかし,た とえば国立大学の教員の場合,

国家公務員とい う身分の壁があ り,こ れをそ

のままにしておいたのではいかんともしがた

い。当然のことなが ら,「次世代」では,研

究は主に産と国立研究機 関で行われてお り,

学の参加は全体から見れば少な く,む しろ評

価や企画に参加する場合がほとんどである。

また 「調整費」でも,後 述す るように大学の

なかへは簡単に入れないし,直 接には研究資
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金が流れることはない。

ところが創造科学制度の場合,創 造される

べ きは,も ちろん科学技術であるのだが,そ

のためにはまず組織を創造 しなければならな

いとした点で,前 二者とは根本的に違ってい

る。組織の硬直性が,日 本では真 に創造的な

成果 を生み出せないこと,ま た日本は物まね

だけだ,と いう海外からの批判 を招いたとの

認識のもとに,人 中心のプロジェクトを組む

必要性が認められたのである。組織の壁をの

り越えて創造的な仕事がで きるようなシステ

ムをつ くることが眼目であるので,研 究員 を

流動的に配置できるように,企 業,大 学,国

立研究機関等に在籍 したまま,新 技術開発事

業団の研究員 となり研究に参加できるような

システムがつ くられた。この意味でこの制度

が産 ・官 ・学にいちばん積極的に取 り組 もう

としているといえる(19)。

V文 部省と科学技術

こうした一連の動 きのなかで,不 思議なの

は,文 部省の態度である。潜在的に大 きな研

究開発能力 をもつ大学やその付置研究所 を管

轄する立場 にある官庁 として,「科学技術立

国」のなかで具体的な政策を何 も提示 してい

ないのである。むしろ逆に文部省は,こ うし

た動きに反対するかのような態度を示 してい

る。た とえば,':!年 に起こった出来事であ

るが,科 学技術庁の長官が,科 学技術 に関す

る国の最高政策決定機関である科学技術会議

の場に相当額の研究資金を持ち込み,科 学技

術 プロジェク トのリーダーたちに割 り当てよ

うとしたところ,文 部省は,リ ーダーのなか

の大学の先生たちに対 しても,も し科学技術

庁か らの金を受 け取るのであれば,こ の後文

部省からいっさい金は出さないと警告 したの

であった(20)。

いったい,こ れは何なのか。たんなる官庁

同士の縄張 り争いなのか,そ れとも別の意図

があったのだろうか。このような文部省の振

る舞いを理解するのは,か んたんではない と

思われるが,少 なくともつぎの二つの面 につ

いて考察す る必要があると考えられる。一つ

は文部省 という官庁の一般的性格,も う一つ

は大学内の科学技術に関する監督官庁の問題

である。

最初のほうの問いに真正面から答えるのは,

このような小論の範囲では無理であるが,そ

れで も考えてみると,そ もそ も文部省 は,世

の中の移 り変わ りに敏感 に反応 して対応策を

うって きた官庁でなかった。どちらかといえ

ば,政 治 ・経済 ・社会の動きか ら超然 とした

ところがあった といえる。た とえば,1950年

代後半における,理 工系学生の増員や理工系

中心の私立大学への補助金をめ ぐる意思決定

を見てもはっきりしている。これは第二次大

戦後における日本の科学技術の重要施策の一

つであったが,文 部省がイニシアチブを取っ

て,教 育の場における科学技術振興策 を行っ

たわけでなかった。この決定の背後には技術

者の絶対数の不足を心配する産業界があ り,

日本経営者団体連盟などを通 して政府 に要求

を突 きつ けたのであった(21)。

先に見たように 「科学技術立国」の場合 も,

他官庁からはっきりした意図をもった構想が

提出されたにもかかわらず,文 部省 は,こ れ

らと歩調 を合わせて政策立案せず,具 体的に

動いたのはそれより2年 後に,し かも通達 と

いうかたちで応えた。これでは,産 業界から

の強い要請に押 し切 られたかたちで理工系教

育の拡充に踏み切 った ときのように,政 府 ・

産業界からのプレッシャーに押 され,や むを

えず動いたというふうに,つ まり文部省を受

け身の官庁であると解釈せ ざるをえない。

もちろん,こ うしたエ ピソードだけから自

動的に文部省についてなんらかの結論を引き

出すつ もりはないが,つ ぎに説明する第二の

面 と組み合わせてみると,少 な くとも科学技

術 との関連において文部省の消極的性格はあ

る程度明 らかになると思われる。第二の面と
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は,科 学技術 をめ ぐる監督官庁の問題である

が,い うまでもな く科学技術 は,一 般的に科

学技術庁の所轄事項である。科学技術の振興

に関する事項 も科学技術庁に権限があるはず

だが,高 等教育が絡んで くると,こ の二つの

官庁の,ど こで区別のための線引きをす るの

かが微妙な問題となる。

元来,科 学技術庁は,日 本の科学技術行政

を一本化するために構想 された機関であった。

前田試案と呼ばれた設置原案では,科 学技術

庁は科学技術行政の総合的な調整を行 うこと

になっていた。 しか し,出 来上がってみると,

いろいろな面でそうした機能が欠けたものと

なって しまい,そ の一例 として科技庁設置法

第三条 には,「 科学技術の振興を図 り,国 民

経済の発展に寄与するため,科 学技術(人 文

科学のみに係わるもの及び大学における研究

に係わるものを除 く)に 関する行政を総合的

に推進する」 と,大 学内の科学技術ははっき

り除外 されたかたちになった。

当時,す なわち1951年 頃,科 技庁の設置に

努力した自由党の国会議員,前 田政男はこれ

についてつ ぎのような感想 を残 している。

「私が常に残念にお もっていることは,科 学

技術庁設置法第三条の同庁の任務を規定する

条項において`科 学技術 に関する行政を総合

的に推進す ること'と している中で,特 に`大

学 における研 究は調整 の対象 か ら除 く'と

なったことであ ります。……中略……大学に

おける研究 は,基 礎研究を重視する立場か ら

みて,当 然含まれていたのでありますが,法

案審議の過程において一部の官庁,学 会等か

らの反発があって,大 学における基礎研究は

科学技術の調整からはずされることになった

わけです」(22)。一説 によると,こ ういう結果

になったのは,第 二次大戦中の苦い経験の反

省の結果であるという。すなわち,戦 争中に

軍部か ら大学に多額の研究資金が流れ,そ の

ため文部省 が大学 をコントロールできな く

なってしまい,戦 後 こうしたことが再発 しな

いように,大 学を聖域としたのである(23)。

その後,1956年 に原子力委員会が設立 され

た際,同 委員会は大学内の原子力研究にタッ

チできるのかどうかが問題 となったが,結 局,

この場合 も大学内での研究については関与で

きないことになった。その理由は,も し予算

などで同委員会の調整を受けることになれば,

大学における研究の自主性が損 なわれる恐れ

が生 じる,と いう主旨の矢内原忠雄(当 時東

大総長)の 発言などに応 じて大学が除外 され

たものである(24)。

こうして日本の科学技術は,大 学内の事象

を除外 したかたちで推進 されることとなった。

日本が科学技術 を総合的見地から推進できな

い構造をもっていることはある意味では大き

なマイナス要因といえるだろう。 しかし,そ

れよりはるかに重要なことは,大 学 という,

優れた研究開発能力をもつ機関を掌握してい

るにもかかわらず,文 部省 は科学技術の推進

が所轄事項でない との理由で,科 学技術に関

する政策 を積極的に立案 して行けないことで

ある。これの意味するところは,文 部省は現

状では日本の科学技術の研究体制のあ り方に

ついてはっきりしたプログラムをもてないと

いうことで もある。結局の ところ,大 学内の

科学技術 をどうするかについては,教 員一人
一人にまかされていることになり,つ まりそ

こには,な んら一貫 した論理は存在 していな

いということになる。大学の科学技術は他官

庁のみならず,文 部省 自身にとって も触れる

ことができないものになってしまったのであ

る。大学の研究開発能力がます ます大 きく

なって行 く現在,は たしてこうした空白域の

存在は望ましいことなのかどうか,そ の辺の

判断は難 しいが,以 上のような状況を理解 し

たうえで,つ ぎに,大 学を巻 き込んだかたち

での共同研究の現状 について見てみたい。

V【 産 ・官 ・学連携の性格

産 ・官 ・学 は い ま まで 特 に 断 ら な か った が,
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産 とは民間企業の意味であ り,官 とは国立の

研究所,そ して学 とは大学の意味である。こ

の場合における官を官僚 ・役人 と解する見方

もあるが(25),そ れは後述する理由で正確 さ

を欠いている。

以前にも述べたように,日 本の産 ・官 ・学

は1983年 の通達をもって一つの始まりの時点

とみなせる。それは国立だけを対象にした通

達であったが,文 部省が外部 との共同研究に

お墨付 きを与えたわけであ り,あ る意味で解

禁宣言 と呼べるものであった。ただ,私 学で

はそれより以前からも産学共同は行われてき

ており,す べてをこの通達のもとにまとめる

のは困難である。しかし,一 般的にいうと,

日本の産 ・官 ・学は,1)学 主導の共同研究,

2)産 主導の共同研究,3)役 人主導の共同

研究,の 三つのタイプに分けて考察するほう

がわか りやすい。その理由は,後 述するよう

に,こ のそれぞれにおいて共同研究推進のた

めの論理が互いに異なっているからである。

ある意味で これ ら三つは互いに 「独立」 して

いるともいえるだろう。従来からいわれてい

る,い わゆる産学共同は,1と2を 両方含 む

ものといえる。

① 学主導の共同研究

このカテゴリーにおける共同研究推進のた

めの論理は,大 学の財政状態が今後ます ます

厳 しくなると認識するところに基礎をおいて

い る。すなわち,こ の路線 を信 じる人たち

(特に実験に携わる人たち)は,こ れからの

大学の研究活動に対 して資金的な危機意識を

もっているといえる。大学における科学技術

研究のための予算は,将 来増額の方向に向か

う可能性はあるかもしれないものの,人 件費

を含 む研究費それ自体が高騰 し続けてお り,

このままでは研究費 は危機的状況 を迎えるだ

ろう,あ るいは少な くとも良 くなることはな

いだろう,な んとかして新 しい財源 を積極的

に開拓 して行かなければ大学における研究活

動は停滞して しまうにちがいない,と いう考

えがその根底 にある。国の財政状態は厳 しく,

とて も多 くは期待できそうにないので,新 し

い財源 としてもっとも大 きな可能性 をもつ企

業に目を向けるわけである。企業のバイタリ

ティを利用す ることによって,大 学が将来健

全な研究活動 を続けるために必要な,新 しい

かたちの,新 しい財源の確保に向けて模索 し

ているわけである。

しか し,大 学内には逆の認識をもつ人 たち

も多 く存在する0当 然のことなが ら,こ うい

う人たちは危機意識をもっておらず,外 部の

資金源を当てにすることに反対 している。さ

らに,こ ういう立場 とは別に,な ん とな く賛

成 しかねるという態度を取る人もかなりいる。

これは多分に,大 学紛争の後遺症 ともいえる,

産学共同アレルギー症候群の持ち主であるが,

こうした意見 も無視できない状況にあ り,結

局のところ,こ の路線はいろいろな立場の人

の微妙なバランスのうえに成 り立っていると

いえる。

さて,前 述の文部省の通達によってもっと

も大きな影響 を受けたのは,国 立大学である。

初年度(83年)は13の 国立大学で共同研究が

スター トし,テ ーマの数は28に のぼった。な

かでも東京大学の先端科学技術研究センター

(先端研)の 設立はこの通達 なしには考 えら

れない くらいである。1987年4月 に発足 した

先端研 はそのもとは航空宇宙研究所であった。

これが81年 に文部省宇宙科学研究所 と東京大

学境界領域研究施設とに分離 し,境 界研 は7

年間の時限施設だったので,85年 頃からその

後をどうするかについていろいろな話 し合い

が もたれ始め,そ の結果,学 際的なかたちの

新 しい研究所,す なわち先端研 として生まれ

変わったのである(26)。先端研の構想が実現

されて行 く過程で,特 徴的なことの一つは産

学共同路線がはっきりしたかたちで打ち出さ

れたことである。緊縮財政の折,新 しい財源

を見つける必要 に迫 られたことがいちばん大
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きいと思われるが,最 新の領域を研究の対象

に選んだこととも無関係でない(27)。産学共

同路線は83年 の通達でも推進できたが,こ の

方向へ向けての,さ らなる前進を可能に した

ものは,87年 の通達 「国立大学等の寄付制度

及び寄付研究部門の実施の運用について」で

あった(28)。この通達によって国立大学で も

教育研究の枠組みのなかに寄付講座 ・研究部

門を設けることが初めて可能 となった。先端

研 にはこれに基づいて国立大学初の,四 つの

寄付研究部 門が創設 され,外 国人研究者の招

聘にあてられることになった。

産学共同に関しては,先 端研内で も最初 は

アレルギーがあったらしい。 しか し,柳 田博

明センター長(当 時)に よると,そ れはいま

まで小規模 に行われていたからであり,逆 に

もっと積極的に,攻 めのかたちで行 うことが

できれば,そ うしたアレルギーがなくなる可

能性もあるにちがいないと考え,企 業がバ ッ

クアップす る冠講座 ・研究部門の導入を決定

したという(29)。だが,も ちろんこうした試

みが全学的にスムーズに実現に移 されたわけ

でない。東大では教養学部 ・文学部 ・教育学

部などで,大 学および学部の自治が脅かされ

るという理 由で反対ス トがあった し,ま た学

内には研究発表の自由が制限されるかもしれ

ないとか,教 員人事が寄付者 によって左右 さ

れる恐れがあるなどの批判が くすぶった(30)。

東大 はこういう状況にあったが,他 大学に

おける,産 学共同の進捗状況はバラバラのよ

うである。それは,そ れぞれの大学にはそれ

ぞれなりの事情があるからであるが,う えに

説明 したように,こ うした路線を推進するに

は,い ろいろな立場の人たちを説得 し協力を

取 り付けて行 く必要があ り,結 論が出るまで

にはまだ相当の時間がかかるものと思われる。

私立は統計がないので不明だが,国 立では現

時点で東大の寄付講座 ・研究部門数が もっと

も多 く,東 京工業大学がそれに続いて多い。

逆に,い ままでのところ,産 学共同路線にき

わめて消極的な大学 もある。たとえば京都大

学がその一つであるが,こ こには寄付講座 ・

研究部門が全然ない。
一方

,私 立大学の産学共同の現況であるが,

国立のような制限を受けないので,も ちろん

小規模であったが,1983年 以前から行われて

いた。 しか し,83年 以降,「 産学共同解禁」

のような雰囲気が漂 うなかで以前 より積極的

にこれと取 り組む大学が出てきている。ただ

し,新 しいかたちの産学共同は端緒についた

ばか りであ り,具 体的には何 もはっきりして

おらず,計 画だけが発表されているにすぎな

いケースが多い。た とえば,慶 応大学の環境

情報学部,立 命舘大学の理工学部,東 京理科

大学などが積極的に取 り組む姿勢を見せてい

る(31)。

私学のなかでは早稲田大学の理工学研究所

がユニークである。その歴史は私学 としては

古 く,1940年 に設立 されたが,外 部か らの受

託研究などを行うようになったのは戦後のこ

とで,56年 から企業 との共同研究にも取 り組

むようになった(32)。共同研究を始めた頃は,

理工研が企業からの委託研究テーマをまとめ,

関係があ りそうな教員を探すという方法が取

られた。 しかし,テ ーマによってはまった く

教員の協力が得 られず,こ のアプローチは失

敗 に終わった。現在では,理 工研は企業 と教

員のあいだですでに話のついた共同研究につ

いて複雑な金の管理などの事務手続 きを助け

る役 目をはたしている。そ して,そ の代わ り

として理工研が企業からの研究費の10%を 管

理費 として徴収 し,オ ーバー ドクターの奨学

金(7～8人)や 研究助成などに使っている。

現在,共 同研究費は約六,七 億円 ぐらい,一

件 あた りの平均 は,約 三百万で,テ ーマに

よっては一千万を越 えるものもあるという。

理工研には,共 同研究のテーマ として軍事

研究は行わないとい う取 り決めがあるが,こ

れ以外のテーマについては理工研の管理委員

会の判断に委ねることになっている。ここへ
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企業名 と研究テーマを報告 して承認を取 り付

ける必要があるわけである。現在 までに承認

を拒否された例がないところを見ると,な ん

とな く判断基準のようなものが長年のあいだ

に出来上が り,教 員による自主規制の可能性

もあるだろう。

最近まではこうしたことは学部や研究所単

位で行われていたが。1990年 に全学的な組織

として 「学外機関等 との学術研究提携等審査

委員会」が創設され,寄 付講座 ・研究などを

含むさらに一般的なかたちの諸規則が定めら

れた。その結果,産 学共同について も,た と

えば一千万円を越えるものは同委員会の承認

が必要 となった(33)。なお,理 工研 にはパテ

ントや研究成果の発表などに関しては 「早稲

田大学理工学部研究所規則」がある。

早稲 田の理工研 は,お そらく私学としては

産学共同の歴史および規模において トップで

あろう。現今,産 学共同に対 して大きな反対

は見受けられず,そ れだけに今後,相 当盛ん

になると思えるが,大 きな進展 はないだろう。

というのは,以 前にも説明したように,こ の

路線はいろいろな立場を取る人たちの微妙な

バランスの うえになり立っているものであ り,

早稲田といえども例外でないからである。全

学的に産学共同に対する姿勢がまだ受け身的

であるし,理 工研の内部で もこれに長年取 り

組んできたにもかかわらず,強 力に推進 して

行こうとする体制がまだ充分 に整っていない。

理工学関係の教員のなかでもなんらかのかた

ちで企業とつ き合いのある人たちは全体の約

半分であ り,け っして多数派を形成 している

わけでない。当然のことながら,つ き合いの

ない半分は産学共同にはきわめて消極的であ

る。

こうした状況は,理 工学総合研究セ ンター

の経過 を見てもわかる。 この研究センターは,

1988年 に理工学部が創設80周 年を迎えたのを

記念 して計画 され,92年 に完成予定であるが,

当初,こ のセンターを産学共同の拠点にしよ

うとする構想があった。しか し,そ の後 これ

は相当の後退 を余儀なくされてお り,ま だ産

学共同にはかな りの抵抗があることを示 して

いる。現在のところ,企 業 とのつ き合いの少

ない人たちの意見が産学共同の方向を決めて

いるようだが,彼 らとてけっして現在の研究

環境 に満足 しているわけでない。不十分だと

思いなが ら,一 応なんとか従来通 りの研究が

続行できるので,あ えて無理 をする必要はな

い,と 考えているのである。

おそらく,学 主導の産学共同は今後 も進展

するだろう。 しか し,そ のスピードは比較的

ゆっくりしたものになろう。推進派 も反対派

も中間派 も互いを説得する強力な論理をもっ

ていないか らである。ただ,こ の点について

は,産 主導の路線 と複雑に絡み合 って くるの

で,予 想外の展開を見せる可能性 はある。つ

ぎに,こ れについて見たい。

② 産主導の産学共同

この路線は,民 間企業が共同研究費を出す

ことによって大学の教育 ・研究能力を購入 し

ようとするものである。 もちろん,こ れは利

潤 を追求する一手段 として合法的であると同

時に,合 理的であるが,こ こには神聖な場所

を土足で歩 き回る,と いうイメージがついて

まわ り,そ の実態は不透明であ り,外 部から

見 るとわか りに くい。

この路線にはい くつかのパ ターンがあり,

伝統的には企業の人脈づ くりが代表的である。

すなわち,企 業は目をつけた教室へ共同研究

や委託研究 という名 目で一定額の研究費を納

めるのであるが,そ の 目的は優秀 な学生を廻

して もらうためである。 したがって,研 究成

果の有無と無関係であり,報 告の義務 もない

ので,表 面的にはよくわからない部分が多い。

今後,優 秀な学生を獲得す るための競争はま

すます激 しくなると思われるので,企 業のこ

の方面の活動は活発になると予想 される。し

かし,基 本的にこれは人買いなので,自 ず と
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限界はある。

二番 目のパ ターンは,こ れも以前から行わ

れているが,名 目ではなく実際に共同研究 を

行い,そ こから新 しい製品を開発するわけで

ある。古 くから東北大学金属材料研究所が よ

く知 られている(34)。このパ ターンは最近,

増加の傾向にある。その理由は,す でに説明

したように科学が質的に変化 し,基 礎から応

用までの距離が非常に短 くなったことと,ア

メリカが日本の科学技術に神経質になったこ

とと関係がある。ひと昔前 までなら,何 か新

しいアイデアがほ しければ,海 外へ 目を転 じ

ればよかったが,こ れか らはそうしたくても

それが許 されな くな り,ど うしても国内でア

イデアを探 さな くてはならない時代になった

のである。企業は具体的な製品の開発に関し

てはきわめて巧妙にしか も素早 く仕上げる能

力をもっているが,そ れの元 となる基礎,す

なわちシーズの段階となると,相 当に弱い。

とい うよ り,基 礎 の分野 に手 をつけたい と

思っていて もそれがなかなかできない環境に

なっているのである(35)。

したがって,こ の路線では企業が純粋に科

学技術のオリジナルなアイデアを求めて大学

に近づ き,そ こから何か製品として開発でき

そ うなものを探すわけであるが,基 礎 と応用

の区別が曖昧なので,ト ラブルの原因となる。

たとえば,企 業 は開発 レースで競争相手の他

社 より一歩で も先に有利な位置に立ちたいと

願 うあまり,研 究発表をできるだけ遅 らせ る

ように依頼 した り,あ るいは,逆 に教員のほ

うが気 をきかせた りする場合が起こりうる。

特に,産 学共同に不慣れな教員の場合,企 業

か ら研究費をもらうと,も しか したらこの企

業はこのようなものを求めているのではない

か と勘 ぐり,目 先の議論 を合わせてしまった

りする可能性がある(36)。

三番 目のパ ターンは,ま だはっきりとパ

ターンと呼べるほどの ものになっていないが,

たとえば企業が 自社のイメージアップのため

に冠講座や研究部門を寄付 した り,ま た遠い

将来を睨んだ一つの投資 として大学へ寄付 し

た りすることである。特に後者は,大 学の科

学技術教育をより魅力あるものにすることと

密接な関係があるので,製 造部門をもつ企業

にとってはきわめて深刻な課題である。理工

系離れが徐々に進行 する現在,こ の課題 は

「大学のため ということではな くて,日 本の

経済界,自 身のために重要」 なのである(37)。

これは,日 立中央研究所から先端研へ教授 と

して招かれた研究者の発言であるが,こ こに

は企業単位で論じる以上のものがあると同時

に,今 後の産学共同の方向を示唆する重要な

内容 を含んでいると思われるので,「 結語」

のところで再度論 じてみたい。

③ 役人主導の産学共同

この路線には,一 般的に産 ・官 ・学の三者

が共 同 し合 うケース と,産 ・官,あ るいは

官 ・学の二者だけのケースと,二 通 りがある。

いずれのケースも国立の研究所等を意味する

官が共通因子であるので,こ れがこの路線の

特徴 と見なして しまうが,実 は,こ こにはも

う一つ の 「官」が存在す るのであ る。 この
「官」 とは,官 僚 ・役人(こ のなか には特殊

法人の職員 も含める)で あるが,彼 らが独特

の役割を演 じているので,こ れを理解するこ

とがこの路線 を論 じるうえで きわめて重要 と

なる。

産主導では,共 同研究を成 り立たせている

ものは,産 の大学への歩み寄 りであった。そ

れなしにはこの共同研究を推進することは不

可能であ り,も し産が大学をしっか り握 りし

めていなければ,こ の共同研究は崩壊 してし

まうだろう。この意味 において産は糊で もあ

り潤滑油でもある。それとちょうど同じよう

に,こ の役人主導の路線では役人が産 ・官 ・

学の三者を一つにまとめ,彼 らが糊 と潤滑油

の役割を演 じているのである。あるいは産学

共同主導の場合と異な り,産 ・官 ・学は三者
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が絡む と同時に,彼 らはこれら三者のあいだ

を動 くが,普 通,自 ら実質的な研究にはタッ

チ しないので,マ ネージャー的な機能 をはた

していると表現 したほうが適切か もしれない。

彼 らの役割 として考えられるのは,異 種産

業 ・競合産業間の仲人,仲 介者,規 制などに

関する情報提供者,予 算獲得者,政 策立案者

などが考えられるが,彼 らがこれらの役割を

いかに巧みに演 じているか どうかは二義的な

問題である。 というのは,こ うした役割を演

じるだけで産 ・官 ・学を少なくとも一つのま

とま りある ものに しておけるか らである。

産 ・官 ・学のあいだを自由に泳ぎ廻わ り,彼

らはふと思いついたアイデア,あ るいはどこ

かで耳 にしたアイデアを,関 係がありそうだ

と判 断す れ ば,イ ンフォーマ ルあ るい は

フォーマルな場で関係者に伝 える。彼 らの も

とには,た とえば単なるゴシップのような論

文には決 して書かれないような情報 も集まる

ので,そ うした情報を絶 えず集め,関 係者に

伝 達 しなが ら,何 が必 要 か を判断 してい

る(38)。

役人が こうした機能を果たした最も典型的

で,か つ成功 した例 として,1975年 に始 まっ

た超LSI技 術研究組合共同研究所,い わゆる

超LSIプ ロジェク トをあげることがで きる。

この産 ・官の共同研究プロジェクトにおいて,

役人は,ふ だんはライバル同士 にある企業 を

一つの土俵の上 に登 らせ ,い がみ合うことな

く通産省の工業技術 院の指導の もとに研究開

発を推進す る体制をつ くろうとしたのであっ

た。当時,日 本の半導体産業全体に大 きな危

機意識が存在 し,業 界全体でまとまって何か

しない といけないという雰囲気があったにせ

よ,も し役人がマネージャーの役割 を演 じて

なかったら,こ うしたプロジェク トは成功 し

なかっただろう。実際の ところ,ま ず初めに

プロジェク トのテーマとして何 を選ぶのかを

決める際,集 まったメンバーの人たちは自分

たちの会社 のノーハウが流出す るのを恐れて

意見がバ ラバラで,ま とまったものに統一す

ることが不可能な状態 にあった(39)。共 同研

究所への参加企業間のぎくしゃくした関係は,

その後,1981年 に工技院の指導のもとに光応

用システム技術研究組合共同研究所が設立 さ

れたときも,ほ ぼ同 じようなものであった。

「あ まり大げさな研究所に しないでほ しい」

が企業側の主張であ り,そ のためいろいろな

利害関係にある企業を集めて同じ土俵の上に

登 らせるだけで工技院は苦労 した(40)。

つぎに,産 ・官 ・学の三者が共同研究に取

り組むケースについて見てみたいが,こ れに

は,大 型工業技術研究開発制度(1966年 創設,

通産省推進,通 称大プロ),次 世代産業基盤

技術研究開発(81年 創設,通 産省推進),創

造科学技術推進制度(81年 創設,新 技術開発

事業 団推進),国 際フロ ンティア研 究制度

(86年創設,理 化学研究所)な どがある。大

プロは工技院が中心 となって行い,当 初か ら

産 ・官 ・学方式が採用された。すなわち,開

発は主に産に委託 され,支 援研究は官などで

も行 うが,部 分的には学 もこれに参加すると

いう形態が採用 されたのである(41)。こうし

た方式は,次 世代で も受け継がれているが,

学は評価や企画に参加する場合がほとんどで

ある。 もちろん実際の共同研究に参加 してい

るケース もあるが,数 としては少ない。学の

参加が少ない理由として,教 員の身分 ・所属

の問題が不明瞭のうえ,大 プロの実行時期が

大学紛争などと重なったためと考えられるが,

今後は学の積極的な参加が求められるように

なる可能性 は充分にあるといえる。

一方 ,学 の果たす比重が高いプロジェク ト

群 としては,新 技術開発事業団推進の創造科

学技術推進制度がある。そ もそも新技術開発

事業団は1961年 の設立当初から大学の研究者

とは深い関係をもっていたが,そ れは,新 技

術のシーズを探す際に大学や国立の研究所な

どが主に対象 とされたか らである。初期の頃

には大学の研究者へ直接ダイレクトメールを
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送った りしている(42)。また,設 立か ら十年

間に行われた83件 の委託開発のうち,新 技術

の保持者の半分以上の約53%が 大学の研究者

で もある(43)。こうした傾 向は,そ の後 も続

いてお り,1984年,開 発課題の提出者の59%

と,半 数以上が大学の関係者であった(44)。

ところが,時 の経過 とともに,大 学 とのこ

うした関係 とは別に,持 ち込 まれた新技術の

シーズとなるアイデアの多 くが欧米の基礎研

究をベースにしたものであることがわかり,

企業 も徐々にこうした試みに消極的とならざ

るをえなくなってしまった。当時は,い かに

素晴 らしいアイデアが出されたとして も,も

しそれと類似のアイデアが欧米になかったら,

まったく評価されない という時代だったので,

どうしても欧米追従的なアイデアが多 くなっ

たのはやむをえないことであった。1981年 か

ら始まった創造科学技術推進制度創設の裏に

は一つにはこうしたことへの反省があ り,そ

れが前述 したような組織の壁を乗 り越えた人

中心 の研究体制の確立へ とつ ながっていっ

た(45)。こうして新 しい方式で相当数のプロ

ジェク トが始まった。新技術開発事業団 と大

学との関係 は依然強く,終 了 したものまで含

めると,90年 の時点で創造科学制度創設以来

約25の プロジェク トが実施に移されたことに

なるが,半 数以上 の14人 の大学教員がプロ

ジェク ト・リーダーになっている(46)。

VE結 語

大学内における科学技術の推進は,外 見上

は国のそれ と一線を画するかたちになってい

るものの,最 近の数年間における,産 ・官 ・

学共同研究の実状 を見ると,大 学外の活動と

も密接 に結びつ き,独 立 した重要な存在 とな

りつつあることがわかる。もちろん,現 時点

ではまだ産 ・官 ・学の規模 は科学研究費補助

金には及んでいないが,こ れを追い抜 くのは

時間の問題であろう。科研費は緊縮財政で抑

えられているが,産 ・官 ・学にはそういう制

約はないからである(47)。

産 ・官 ・学 はこのように,確 かに一つの独

立 した存在 といえるようになったが,実 際に

機能 している姿を見てわかるように,全 体が
一つのまとまりのある存在 として機能 してい

るのではない。それは内部構造をもち,学 主

導,産 主導,役 人主導がそれぞれ独立の論理

をもって機能 していることがわかる。 これが

もっともはっきりしているのは,官 主導であ

ろう。これはこの状態で一つの独立 した世界

を形成 していると考 えて間違いないだろう。

この世界か らは,産 主導および学主導の世界

は見えてこない。 この意味で少 なくとも官主

導 と産主導 ・学主導は互いに独立 していると

見なせる。

それでは,産 主導 と学主導はどういう関係

にあるのだろうか。この二者は,い ままでは

産学共同の もとに一つに扱われて きたもので

ある。それだけに,確 かに両者には重 な り

合っている部分は存在するが,し か し,そ の

核 となる部分は決 して重なっていない。産主

導は,あ くまで産業中心の立場か ら物事 を見

ている。わが社のために優秀な学生を獲得 し

たい,他 社より先にオリジナルな研究成果を

得,そ れを秘密にしてお きたい等,い ずれも

産主導の独 自の論理である。この意味でこれ

もこれで一つの世界 を形づ くっているといえ

る。一方,学 主導のほうは,こ の場合 もあ く

まで中心課題は大学内における科学技術推進

のための新 しい財源確保であり,そ の意味で

独自の論理をもった世界を形成 しているとい

える。 ところが,問 題 は学内に依然 として残

る産学共同アレルギーをどう評価するかであ

る。学主導の世界を一つの独立 した世界 と考

えてよいのか,そ れともアレルギーのために

独 自路線の推進が困難な状況が続 くのか。

以上をまとめると,官 主導 も産主導 も学主

導 もそれぞれ,自 らの発展のための独 自の世

界をもってお り,こ の意味で産 ・官 ・学は3

重構造になっているといえる。ただ しか し,
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学主導については,こ れを一つの独立構造と

見なしてよいのか,疑 問の余地が残るので,

これ は1と 見なさず0.5と 考えたい。 という

ことは,産 ・官 ・学は2.5重 構造をな してい

るといえるだろう。

今後,こ の三者のどの部分が大 きく進展 し

て行 くのかは興味ある問題であるが,お そ ら

く官主導はそんなに大きく変わって行かない

だろう。この方面の予算に限りがあるか らで

ある。もし変わるとすれば,学 主導と産主導

と思われる。

まず,学 主導であるが,産 学共同に対する

アレルギーを学内で どうするかが中心的な問

題 となるであろう。これについてはいろいろ

なことがいえるが,も っとも重要なことは,

企業か ら金 を受け取ることの意味があいまい

なかたちで しか取 り上げられて来なかったこ

とである。今後,特 に奨学寄付金等が増加 し

て行 くだろうが,た とえば寄付金が,損 失補

填や暴力団への融資など,不 祥事が続いた証

券会社からの場合は,い ったいどうい う反応

が起 こるのか。あるいは,寄 付金を受け取っ

たときにはわからなか ったが,の ちに不祥事

が発覚 した場合は,ど うなるのか。大学は知

らん顔をしていて よいものか。さらに,笹 川

財 団 の ような ところか らの金 は どうなの

か(48)。大学 は,こ うした問をあいまいにし

たまま,産 ・官 ・学路線を進めてきた。 日本

では企業か らの寄付金の美醜は不問に付 され,

アレルギーだけが独 り歩 きしているのである。

もし学主導が積極的な役割を果たす とすれば,

こうした問題 は避けて通れないだろうし,こ

れに対する理論武装なしに,こ の路線 を拡大

し続 けることは不可能だろう。

一方,産 主導であるが,変 化の方向として

は,企 業単位で行われてきた産学共同が産業

あるいは業界単位で進展する方向へ と変貌 し

て行 くことが考えられる。 もちろん,一 社単

位の産学共同も引き続 き行われるだろうが,

そろそろ業界単位で問題に対処する時が来て

いるようである。1984年 に産学共同について

共同研究 を行 った科学技術 と経済 の会 は,

「国際基礎研究振興財団(仮 称)」 の創設 を提

言 しているが,こ れはそうした方向への提案

と見なせ る。科学技術 と経済の会は,こ うし

た財 団を設立す ることによって革新的技術

シーズを自主的に創出し育て上げると同時に,

外国の優れた基礎研究に資金援助できるよう

な体制をつ くりたいとしている(49)。

「国際基礎研 究振興財 団」は興味深い提言

であるが,基 礎研究といいながらも,あ くま

で研究成果に重点をおいた構想であ り,こ れ

では大学側のアレルギーを拭い落とせないよ

うに思われる。 もっと大学が本当に必要 とし

ていることを理解すると同時に,究 極的には

産業全体 に大きな利益 をもたらすような観点

か らの提言が必要である。最後に,こ の線に

沿って政策提言を一つ行いたい。

数年前か ら大学における研究環境の悪化が

問題 になっているが,最 近,国 立大学協会が

国立 大学 の全教 員(5万3248人,解 答率

65%)に 対 して行った教育 ・研究環境につい

てのアンケー ト調査によると,国 立大学の研

究環境(設 備 ・建物 ・給与)が 民間企業 ・研

究所 と比較 して想像 されている以上に悪 く

なってい ることがわかった。厂大 きく劣 る」

と答えた人の数が60%,「 少 し劣る」 まで含

めるとその数が80%に も達 しており,10年 後

の研究水準については57%の 人が下がると答

えた。この ような研究環境悪化のために教員

の能力が充分に生か しきれず,ま た国立大学

は学生にとって魅力の少ないところになって

きていると多 くの人が考 えていることがわ

かった(50)。こうした状況を反映 して新聞は

理工系の大学院の学生が定員未満にあること

を伝 えている(51)。研究者 とい うものに限ら

ず,一 般 に人間は自分たちがおかれた環境に

対 して不平不満をかならずもっているもので

ある。 しか し,研 究環境が週刊誌 によって

「スラム化」 といわれるようになると,事 態
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は穏やかであるとはいえない。国立大学は,

たとえば廃品のモーターやワンカ ップ大関や

コーヒーの空瓶の利用,雨 漏 りする植物の標

本資料室,主 要 な機器 は企業で廃棄処分 に

なった もの ばか りとい う状 況で ある(52)。

NHKテ レビも1991年9月5日 のニュース解

説で 「技術大国日本の課題」 と題 して国立大

学の劣悪化する研究環境の問題を取 り上げた。

こうした状況は将来,理 工系学生の絶対数

の不足,あ るいはもっと深刻に学生の質の低

下 というかたちで跳ね返ってくるにちがいな

い。企業がいちばん大きな打撃 を受けるだろ

うが,な かでも製造業が厳 しくなろう。とい

うことは,企 業は共同研究 した際の研究成果

をうんぬんするより,む しろ,大 学の理工系

をより魅力あるところにし,多 くの優秀な学

生が育つように努力することが先決問題であ

る。 しかし,好 ・不況によって業績が左右 さ

れる企業にこうした事柄の一端 を任せて しま

うのは危険なことでもある。教育とか基礎研

究という,き わめて重要な事業 を,そ んなあ

やふやな土台の うえに築 くべ きでないだろう。

しか し逆に,だ からこそ経済状況に左右され

ない国際基礎研究振興財団のような組織が必

要であるということになるのではなかろうか。

基礎科学は基本的には国が責任を負 うべ きで

あるが,企 業 も側面援助すべ き時が来たよう

に思われる。

本稿 をまとめるに当たって,早 稲田大学の

斉藤信彦氏,鈴 木英雄氏,永 田勝也氏,成 田

隆氏,科 学技術 と経済の会の丸毛一彰氏,新

エネルギー ・産業技術総合開発機構の渡辺千

仭氏,文 教大学の藤井美文氏,小 林信一氏,

その他のいろいろな方々のお世話になった。

ここに記 して感謝の意 を表 したい。
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